
株式会社エネサンス北海道物流

第49期　貸借対照表
 2012年12月31日現在

(単位：円）

科　　　目 金　　　額

（資　産　の　部）

科　　　目 金　　　額

（負　債　の　部）

【流　　動　　資　　産】 134,464,656 【流　　動　　負　　債】 104,384,556

　　現金 及び 預金 18,086,824 　　短 期 借 入 金 28,967,249

　　売　　掛　　金 113,826,339 　　未　　払　　金 61,393,653

　　未　収　入  金 618,490 　　リース債務 短期 692,400

　　繰 延 税金資産 3,991 　　未 払 法 人 税 418,400

　　その他の流動資産 2,615,709 　　預　　り　　金 4,344,948

　　貸 倒 引 当 金 △686,697 　　その他の流動負債 8,567,906

【固　　定　　資　　産】 11,144,126

〔　有　形　固　定　資　産〕 7,310,726

　　建　　　　　物 4,322,501 【固　　定　　負　　債】 10,750,220

　　構　　築　　物 161,685 　　長 期 未 払 金 2,404,000

　　車 両 運 搬 具 60,949 　　退職給付引当金 6,326,720

　　工具器具及び備品 53,691 　　リース債務 長期 2,019,500

　　リ ー ス 資 産 2,711,900

〔　無　形　固　定　資　産〕 504,854

　　電 話 加 入 権 504,854 負　　債　　合　　計 115,134,776

〔　投資その他の資産〕 3,328,546 （純　資　産　の　部）

　　出　　資　　金 10,000 株　　主　　　資　　本 30,474,006

　　長期繰延税金資産 3,318,546 　資　　本　　金 10,000,000

利　益　剰　余　金 20,474,006

　　利 益 準 備 金 2,500,000

〔　　その他利益剰余金〕 17,974,006

　　　別 途 積 立 金 13,000,000

　　　繰越利益剰余金 4,974,006

純　資　産　合　計 30,474,006

負 債 及 び 純 資 産 合 計 145,608,782資　　産　　　合　　計 145,608,782

http://www.e-timing.ne.jp/tsa/index_product_info.html


個別注記表（第49期　2012年12月期）

重要な会計方針に係る事項に関する事項

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　①その他の有価証券　　　　　　時価のあるもの … 決算日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　　　　　　　　　　　　　時価のないもの … 主として移動平均法による原価法

（２）棚卸資産の評価の方法

　　月次移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り上げの方法により算定）

（３）リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引については、

　　平成21年度より発生する契約額３百万円以上の取引については売買処理、契約金額３百万円未満の取引に

　　ついては通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　尚、平成20年度までに契約した取引は、すべて通常の賃貸借取引による方法で計上している。

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産　　定率法　但し、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）は定額法

（２）無形固定資産　　定額法

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　　債権の貸倒による損失に備えるため、法人税法に定める限度相当額を計上している。

（２）退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

　　当会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基き、計上している。

（３）役員退職慰労金
　　平成24年2月22日開催の取締役会において、役員退職慰労金制度の廃止を決議し、平成24年3月16日開催の

　　定時株主総会において、役員の退任時に、平成24年3月31日までの在任期間に応じた退職慰労金を

　　打ち切り支給することが決議された。これに伴い、役員退職慰労引当金残高を取崩し、未支給の金額を

　　固定負債の「長期未払金」に計上している。

４．収益及び経費の計上基準

（１）収益　　出荷基準により計上している。

（２）費用　　売上原価は商品検収基準にて、販売費及び一般管理費については発生基準にて計上している。

その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）関係会社に対する債権債務　　短期金銭債権　105,561,284円

　　　　　　　　　　　　　　　　　短期金銭債務            0円

（２）有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　 62,306,964円

（３）当期純利益　　　　　　　　　　　　　　　　　2,798,986円
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